
矢巾町

要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
反映
区分

１　一般国道４号「盛岡南道路」の事業化へ向けた調査促進に関
する要望について
　一般国道46号盛岡西バイパスは、盛岡都市圏にとって南に位置
する本町と県都盛岡市を結ぶ、重要な放射道路として位置づけら
れています。
　一方、本町の北西、県都盛岡市境には、北東北の物流の集積地
である岩手流通センター、ＪＲ盛岡貨物ターミナル、盛岡市中央
卸売市場が存在し、盛岡広域都市圏の物流の拠点となっており、
県内外から多くの物流が集積し、多くの雇用を創出しているとこ
ろであります。
　また、高度医療施設の位置づけがある岩手医科大学附属病院
は、高度救命救急センター及び入院病棟が、本年９月に矢巾町藤
沢地区へ移転するため、着々と工事が進められていることころで
あります。
　現在の盛岡西バイパスは、旧主要地方道上米内湯沢線の一部を
一般国道46号の区域として一般国道４号へアクセスしている状況
でありますが、本町と盛岡市境にある物流拠点である流通セン
ターとのアクセス、さらには北東北の高度医療施設である岩手医
科大学附属病院へのアクセスを考慮した一般国道４号までの「盛
岡南道路」の事業化へ向けた調査促進について要望いたします。

　一般国道４号の盛岡南IC入口交差点以南においては、慢性的な
渋滞が発生しているとともに、令和元年９月には三次救急医療も
担う岩手医科大学附属病院が移転し、更に交通量の増加が見込ま
れ、渋滞の発生が懸念されています。一般国道４号の混雑緩和と
県内地域医療の中枢を担う医療機関及び矢巾スマートインター
チェンジへのアクセス確保を図るため、貴町等と連携し、引き続
き国道４号「盛岡南道路」の事業化に向けた調査促進について国
に要望していきます。（Ｂ）

盛岡広域振
興局

土木部 Ｂ：１
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２　岩手医科大学附属病院移転に伴う町道中央１号線道路整備事
業に関する社会資本整備総合交付金の重点配分並びに周辺道路環
境の変化に伴う道路網の整備等に関する要望について
　現在、県民医療の中核をなす岩手医科大学は、平成19年４月に
矢巾キャンパスが完成し、ドクターヘリの運航、県内災害医療の
中核拠点となる災害時地域医療支援教育センター・マルチメディ
ア教育研究棟も完成するなど、被災地支援活動の拠点施設として
注目されております。さらには、平成30年４月から看護学部が開
設され、大学附属病院が本年９月開院することとなっておりま
す。
　大学附属病院に隣接する町道中央１号線は、来院者・病院関係
者の交通量の増加や救急車両の円滑な交通の確保の観点から、国
土強靭化に資する幹線道路の構築のため、医大病院開院前には病
院部分の完成を目指し鋭意努力しているところであります。
　つきましては、大学附属病院の関連の重要路線であること、ま
た、渋滞緩和などのストック効果が早期発現できる事業でありま
すので、町道中央１号線の道路整備事業に対する社会資本整備総
合交付金の重点配分について国への働きかけをしていただきます
よう要望いたします。
　また、町道中央１号線は将来予測交通量の観点から片側２車線
で整備を行っていますが、都市計画道路を含めた道路網の見直し
や整備、盛岡市・紫波町を含めた広域的な幹線道路となる町道中
央１号線の県道昇格などについて、特段のご高配を賜りますよう
お願い申し上げます。

　県では、地方創生の基盤となる社会資本の整備や、国土強靱化
に資する防災・減災対策等にスピード感を持って取り組むため、
６月11日に行った令和２年度政府予算提言・要望において、国の
公共事業関係費の総額を安定的・持続的に確保するよう国に要望
しています。
　令和元年９月の岩手医科大学附属病院の開院以降は周辺の交通
需要が飛躍的に高まることが予測されるため、今後も貴町と連携
を図りながら、必要な予算を確保するよう国に働きかけていきま
す。(B)
　また、県道昇格については、市町村間を結ぶ道路など道路法に
規定する認定要件を具備する必要があり、これらの要件を満たし
た路線について、地域の道路網における市町村道との機能分担
や、整備・管理する必要性等を見極めながら総合的に判断してい
きます。(C)

盛岡広域振
興局

土木部 Ｂ：
１、
Ｃ：１
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３　矢巾スマートインターチェンジアクセス道路の整備に関する
要望について
　矢巾町は、県都盛岡市に隣接し、滝沢市と２市１町の広域都市
圏を形成し、各市町ともにコンパクトなまちづくりを推進してい
るところであります。
　矢巾町が、地方創生を進めていくためには、本町のもつ豊かな
地域資源とあわせ、近隣都市との交流人口、物流の連携を拡大し
地域を活性化していく必要があり、昨年３月に供用開始した矢巾
スマートＩＣは本町にとって多様な利活用が可能なゲートウエイ
となるものと考えております。
　物流拠点である岩手流通センターなどへのアクセスや本年９月
に開院が予定されている岩手医科大学附属病院へアクセスする町
道に関しては現在も整備を進めておりますが、整備延長や橋梁の
架け替えなど大規模な事業が多くあり、社会資本整備総合交付金
の予算確保が必須であることから、国への働きかけをしていただ
きますよう要望いたします。

　平成30年３月に開通した矢巾スマートインターチェンジについ
ては、既存の高速道路の利便性を高め、県民の安全で安心な暮ら
しを守り、活力ある地域社会の形成を図るための施設として期待
されており、その利用促進に資するアクセス道路の整備について
も早期整備が望まれていることから、今後も貴町と連携を図りな
がら、必要な予算を確保するよう国に働きかけていきます。(B)

盛岡広域振
興局

土木部 Ｂ：１

４　基幹河川改修事業の整備促進に関する要望について
　本町を縦横断する一級河川岩崎川、太田川、芋沢川の基幹河川
は、平成４年度に基幹河川改修事業として国の事業認可を受け、
以降、平成30年度末には事業費ベースで77.2％の進捗率で河川改
修事業が進められております。
　県都盛岡市と隣接する本町は、近年、人口集積が進んでおり、
町立小中学校、県立高等学校、県立産業技術短期大学校等、教育
施設の整備が進んでいるほか、矢幅駅を中心とする矢幅駅周辺土
地区画整理事業区域には大型ショッピングセンターや住宅地が形
成され、中心市街地として整備が進んでおります。また、県内医
療施設の中枢である岩手医科大学の総合移転事業においては、本
年９月に附属病院施設が開院される計画で順次進められており、
雨水流出量が今後も増大することが想定されております。
　平成25年８月９日の大雨・洪水を受け、岩崎川に関しては平成
26年度から一級河川岩崎川床上浸水対策特別緊急事業として着手
していただき、県道不動盛岡線までの区間がほぼ完了に近づいて
きております。しかしながら、太田川、芋沢川につきましては過
去に何度となく河川の氾濫による越流や河川施設に被害を受け、
住宅地の浸水や農地への被害が発生し、住民生活に支障をきたし
ております。
　このことから、町民の生命と財産を守り、安全・安心なまちづ
くりを進めるため、基幹河川改修事業の整備促進を図られますよ
う要望いたします。

　岩崎川は、平成４年度から河川改修事業に着手し下流側から順
次河道掘削、築堤、護岸及び橋梁等の工事を進め、北上川合流点
から芋沢川合流点までの5.3ｋｍ区間が完成しています。
　芋沢川合流点から一般県道不動盛岡線までの約2.6ｋｍ区間に
ついては、平成26年度に床上浸水対策特別緊急事業として新規採
択され、平成27年７月に芋沢川合流点から改修工事に着手してお
り、順次上流に向け工事を進めています。本年度は前年度に引続
き上海老沼橋から上流の河川改修、六助橋の架け替え、取水堰の
改築などを行うほか、終点部までの河川改修工事に取り組むな
ど、着実に事業を推進していきます。
　太田川については、平成29年度から広域河川改修事業により実
施しております。本年度は前年度に引続き河川護岸及び橋梁の予
備設計を実施しており、住民との合意形成を図りながら改修計画
を固めるとともに、橋梁の詳細設計を実施しています。
　芋沢川については、太田川の整備に引続き広域河川改修事業に
より実施する予定ですが、特に平成25年８月の豪雨により浸水被
害のあった薬師神社付近については、早期の暫定改修が必要な状
況です。このことを踏まえ、農業用施設の堰の改修に関する関係
者との協議が終了したことから、本年度より工事を実施していま
す。
  今後、貴町をはじめ関係機関との調整を図りながら、早期の整
備に取り組みます。（Ａ）

盛岡広域振
興局

土木部 Ａ：１
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矢巾町

要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
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５　県道矢巾西安庭線未整備区間の整備に関する要望について
　本路線は、主要地方道盛岡和賀線や盛岡南インターチェンジ、
平成30年３月に供用開始した矢巾スマートインターチェンジから
雫石町へアクセスする重要な幹線道路であり、地域には南昌台団
地や盛岡市の湯沢団地があることから住民の通勤通学のために利
用している生活道路でもあります。
　しかしながら、約150ｍの一部区間において片側の歩道がいま
だに未改良であり、歩行者等はその前後において車道を横断せざ
るを得ない状況となり非常に危険であることと、降雨時には側溝
が未整備であることから雨水排水機能が確保されていない状況に
あり、何度となく県道路管理者に暫定的に修繕していただいてい
るところであります。
　つきましては、児童生徒の通学路としての安全な通行を確保す
るため歩道を整備するとともに、大雨などによる隣接する宅地や
農地への浸水を防ぐため、未改良区間の早期整備を要望いたしま
す。

　歩道設置については、県内各地から多くの要望があり、必要
性、緊急性等を考慮しながら整備を進めている状況です。
　御要望の箇所については、今年度、事業化に向け用地調査を
行っています。（B）

盛岡広域振
興局

土木部 Ｂ：１

６　徳田橋架け替え早期完成に関する要望について
　一般県道大ケ生徳田線は、一般国道４号と一般国道396号を連
絡する主要幹線道路であるとともに、盛岡広域都市圏の南東部や
紫波町から北上川を渡河し、盛岡市中心部や矢巾町への相互連携
を図るために重要な役割を担う路線となっております。
　徳田橋につきましては、昭和37年に架橋されておりますが幅員
5.5ｍと狭隘で老朽化による損傷も著しく、近年では周辺市街地
の整備による交通量が増加傾向にあることもあり、平成23年度か
らは岩手県による徳田橋架け替え事業が着手されたところであり
ます。
　一方、高度医療施設としての位置づけである岩手医科大学附属
病院は、現在の盛岡市内丸に診療機能を一部残し、高度救命救急
センター及び入院病棟が、本年９月に矢巾町藤沢地区へ移転する
ため、着々と工事が進められていることころであります。
　徳田橋は、近隣市町村との連携をはじめ、岩手医科大学附属病
院への「命の道」としてのネットワークの強化に重要な役割を担
うものであることから、早期完成について特段のご配慮を賜りま
すよう要望いたします。

　現在の徳田橋は老朽化が著しく、かつ橋梁部及びその前後の道
路区間は、幅員狭小で大型車の円滑な交通に支障をきたしてお
り、また岩手医科大学附属病院等が矢巾町に移転したことに伴
い、交通アクセスの利便向上を図る必要があることから、平成23
年度に橋梁架替事業に着手し、地盤調査や景観検討、道路及び橋
梁の設計、用地測量、補償物件調査、用地補償等を進め、平成29
年度から橋梁下部工工事に着手したところです。
　令和元年度までに橋脚工５基が全て完成し、引き続き橋台工の
工事を進めており、今後とも整備推進に努めていきます。（Ａ）

盛岡広域振
興局

土木部 Ａ：１
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要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
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７　北上川堤防未築堤箇所の早期整備に関する要望について
　紫波町に近接する土橋地区の一部区間において、約500ｍが堤
防の未整備区間となっており、平成19年の豪雨、平成25年の大
雨・洪水の際には堤外水位が道路・農地を冠水し宅地に隣接する
ところまで迫ってくるという被害が約５年毎に繰り返し生じてお
り、その度に近隣住民は不安を抱え生活している現状にありま
す。
　つきましては、住民の生命と財産を守り、安全・安心な生活の
ために、早期に堤防整備推進について国への働きかけをしていた
だきますよう要望いたします。

　国では、無堤区間が多い北上川中流部の区間においては、平成
14年７月洪水及び平成19年９月洪水により家屋の床上浸水等の甚
大な被害が発生したことを踏まえ、中流部緊急治水対策事業とし
て、先ずは住家への浸水被害の軽減を図ることを優先して、治水
対策を進めることとしており、当該地区については他地区の進捗
を見ながら対応すると聞いています。
　なお、北上川の治水対策は県としても重要な課題であり、国に
対し一層の整備促進を働きかけていきます。（Ｂ）

盛岡広域振
興局

土木部 Ｂ：１

８　一般県道矢巾停車場線の自転車・歩行者空間の整備に関する
要望について
　一般県道矢巾停車場線は近郊の矢巾東小学校、徳田小学校の通
学路指定を受けており、かつ岩手医科大学矢巾キャンパスの開学
以降、ＪＲ矢幅駅から矢巾キャンパスへ通学する学生が増加して
おり、歩道内において歩行者と自転車が接触する事故等が発生し
ている状況にあります。
　平成26年度に町が行った岩手医科大学周辺道路の交通量調査に
よると、一般県道不動盛岡線交差点部でのピーク時の歩行者自転
車交通量397人台、12時間で1,729人台となっており、歩道空間が
混雑している状況が明確であります。
 このことから、重大事故が発生する前に道路空間の再配分を行
い、自転車・歩行者それぞれが安全・安心な通行を確保するた
め、自転車走行空間の整備が必要となっております。また、医大
病院とアクセスする本路線は、不特定多数の通行が見込まれるこ
とから、冬期間の歩行空間を確保するため融雪設備の整備につい
て要望いたします。

　本路線は、令和元年９月の岩手医科大学附属病院の開院以降は
周辺の交通需要や道路利用状況の変化が考えられることから、現
地の状況を注視して行くとともに、関係者の意見も伺いながら必
要な対応を検討していきます。(C)

盛岡広域振
興局

土木部 Ｃ：１
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矢巾町

要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
反映
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９　県営住宅の整備に関する要望について
　矢巾町では現在、公営住宅法に基づき住宅に困窮する低所得
者、高齢者及び子どもを育成する家庭などへ、低廉な家賃で11団
地242戸の町営住宅を整備しています。
　昨今、盛岡近郊及び岩手医科大学の移転など交流人口も増加し
ており、様々な世代からの住宅需要が多くなってきている中、市
街化区域内での未利用地の減少や市街化調整区域における法規制
など、「矢巾町に住みたい」という声に応えることができない状
況となっております。
　このことから、安定した居住環境を提供できるよう住宅セーフ
ティネットとしての機能を確保するため、本町に県営住宅の整備
を要望いたします。

　県営住宅については、低額所得者のためのセーフティネットと
して、これまで整備を進めてきたところですが、現在、いわて県
民計画（2019～2028）及び岩手県住宅マスタープランに位置付け
た「公営住宅等長寿命化計画」に基づき、適切な手法を選択し将
来の事業費等の平準化を図りながら、長寿命化に資する改善等を
行っているところです。

　また、新規の整備については、岩手県住宅マスタープランの考
え方に基づき市町村が整備することが適切であると考えておりま
すが、広域的な課題に対する対応が必要な場合は、人口動向や低
額所得者の生活環境の実情を把握している市町村と調整を図りな
がら、整備手法も含めた検討が必要と考えています。

　県では、令和２年度に公営住宅等長寿命化計画の見直しを行う
こととしており、貴町と住宅状況の実情を共有しながら、今後の
県営住宅の建替・改善事業等の実施について、団地の再編も含め
中長期的な方向性を検討していきます。（Ｃ）

盛岡広域振
興局

土木部 Ｃ：１

10　子育て支援施策の財政支援拡充及び人材確保の方策推進に関
する要望について
　幼児教育の無償化に伴い、より高まることが予想される保育
ニーズに対応し、子育て支援対策の質の向上を図るため、実施主
体となる町村に対するきめ細やかな支援と、国が主体となった十
分な財源確保及び支援を拡充をしていただくよう、下記の事項に
ついて国へ要望くださるようお願いいたします。
　　　　　　　　　　　記
・幼児教育の無償化については、年齢や課税区分によることな
く、国が主体となった財源の確保により、実施すること。
・子育て支援に係る財源の確保と資源整備を拡充すること。
・人材（保育士、看護職等）の育成と確保に係る支援を拡充する
こと。

  県では、子育てをする世代が地方で働き、地方で子育てを行
い、活力ある地域社会の形成につなげるためには、社会全体で子
育てを支援していくことが重要と考えており、２０１９年度北海
道・東北７県保健福祉主管部長会議による国への要望において、
幼児教育・保育の無償化の実施に当たっては地方自治体に新たな
財政負担を生じさせることなく国の責任において確実に地方財源
を確保すること、保育所、認定こども園の施設整備に当たっては
待機児童の有無に関わらず、国庫負担率の引き上げや補助率の嵩
上げを行い、市町村及び事業主の負担軽減を図ることなどの要望
を行いました。
　また、子育て支援に係る財源の確保と資源整備の拡充、及び人
材の育成と確保に係る支援の拡充については、子ども・子育て支
援新制度の実施に当たり、保育所の整備等による利用定員の拡
大、保育士修学資金貸付事業の原資に係る恒常的な補助制度の創
設、保育士の処遇改善や保育士確保対策の実施など、県の令和２
年度政府予算提言・要望において要望を行いました。
　今後とも、様々な機会を通じて国に対する必要な働きかけを
行っていきます。（Ｂ）

盛岡広域振
興局

保健福祉環
境部

Ｂ:１
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11　地域包括支援システムの統一的導入の要望について
　2025年問題を迎えるに当たり、一人暮らしの高齢者や高齢者夫
婦世帯（いずれかが入院や施設入所、または一人暮らし）は、今
後ますます増加する状況にあり、介護サービス等の福祉サービス
や、医療系のサービス利用、地域の見守りなど各関係機関による
総合的な連携が今まで以上に必要となっています。
　なお、地域との交流もない高齢者（障がい者や引きこもりも含
めた）などの見守り体制の構築なども喫緊の課題となっている。
　これは、都市部に限らず、全国的に「孤立死の問題」や「看取
りの体制」また援護を必要とする住民への社会全体としての対応
が求められていることから、県の主導で中心となり、IT及びIoT
を利用した行政、福祉、医療機関などの相互連携を確立する新た
な地域包括的なシステムの構築に向けた環境整備や補助制度創設
について要望いたします。

　県では、岩手県地域福祉支援計画を策定し、高齢者や障がい
者、子どもなどの地域住民が身近な地域で相談から様々な福祉
サービスをワンストップで受けられる地域トータルケアシステム
を構築するため、地域住民が自分たちの生活や福祉における課題
や問題に主体的に解決していくことを支援する地域福祉活動コー
ディネーターの育成・支援を行うなど、地域住民が行政機関等と
連携した包括的な取組を支援するとともに、県の地域医療介護総
合確保基金により、ＩＣＴを活用し医療機関と介護事業者等が連
携する医療介護情報連携システムの構築や、さらに盛岡圏域にお
いては医療・福祉の連携体制を充実強化する盛岡圏域入退院調整
支援ガイドラインを策定するなど地域における医療と福祉等連携
の取組を推進し、行政・福祉・医療機関等が連携する環境整備に
努めてきています。
　ＩＴ及びIoＴを利用した行政、福祉、医療機関などの相互連携
を確立するための新たな地域包括的なシステムについては、地域
医療介護総合確保基金の活用ができる場合が想定されますが、将
来にわたって持続可能なシステムとして構築されるためには、シ
ステムの開発や運営の課題や問題点等について、地域における行
政、福祉、医療機関等様々な関係者が参加した協議の場において
合意形成を図ることなどが必要であることから、県におきまして
は関係機関等と連携し、地域の主体的な取組の支援を行って行き
ます。（Ｂ）

盛岡広域振
興局

保健福祉環
境部

Ｂ：１

12　国民健康保険制度改革に伴う財政的な支援に関する要望につ
いて
　国民健康保険の広域化に伴う安定的な財政運営のため、岩手県
では市町村間の医療費、所得水準の差異が大きいため、当面は保
険税水準の統一は行わず、市町村毎の設定をすることとしまし
た。算定された納付金は、どちらの水準も高い当町の保険税を増
税しなければ納付できない結果となりました。
　つきましては、保険税水準の統一化を実施するまでの間、国保
事業費納付金の基礎となる標準保険料率に対する実際の市町村保
険税の不足額についての財政支援について国へ働きかけをしてい
ただきますよう要望いたします。

　国民健康保険制度改革に伴う新たな算定方式の導入により、保
険税負担が上昇する市町村に対しては、保険税額が急激に増加す
ることのないよう、平成30年度から令和5年度までの6年間、激変
緩和措置を講じることとしております。
　激変緩和措置に当たっては、国庫の交付を受けて積立てを行っ
た財政安定化基金（特例基金）のほか、激変緩和用財源として国
から別途措置される特例調整交付金等を活用しております。
　県としては、円滑な激変緩和措置が図られるよう、政府予算提
言・要望において、国が実施することとした激変緩和措置財源を
含む財政措置の拡充を、今後においても確実に実施するよう国に
要望しているところです。（Ｂ）

盛岡広域振
興局

保健福祉環
境部

Ｂ：１
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13　子どもの医療費助成の対象年齢拡大及び現物給付化に関する
要望について
　深刻な少子化の進行により、将来の危機的な人口減が危惧され
る中で、子育て世帯への直接的な経済支援は大変重要であり、そ
の施策のひとつとして子ども医療費助成制度が実施されておりま
す。
　全国の市区町村においては、国や都道府県による支援が不十分
なことから、子育て世帯に対する経済的負担の軽減につながる医
療費助成について、単独で対象年齢の拡大や所得制限の撤廃、現
物給付化を実施しておりますが対応について格差が生じておりま
す。
　本町においても、医療費の自己負担軽減、所得制限の撤廃を単
独で行っておりますが、住民からは給付内容の拡大や現物給付化
等、さらなる制度の充実が望まれております。
　つきましては、下記の１及び２については国へ働きかけをして
いただき、３については、県に置けて実施して下さるよう要望い
たします。
　　　　　　　　　　　記
１医療費助成制度の実施
２国民健康保険の国庫負担金減額調整措置の廃止
３医療費助成制度の拡充（財政支援の拡充、助成対象を中学３年
生までに拡大するとともに現物給付化の実施）

１及び２について
　子どもの医療費助成は、本来、自治体の財政力の差などによら
ず、全国どこの地域においても同等な水準で行われるべきであ
り、政府予算提言・要望において、子ども医療費助成の全国一律
化と、地方単独医療費助成事業の現物給付化による国庫負担金の
減額調整措置の廃止について継続して要望してきたところです。
また、全国知事会からも同様の要望を行っており、今後も様々な
機会を通じて国に対する働きかけを行っていきます。（Ｂ）
　
３について
　県では、人口減少対策としての総合的な子育て支援施策の一環
として、厳しい財政状況にはありますが、市町村等と協議のう
え、助成対象を小学校卒業の入院まで拡大してきたほか、令和元
年８月からは、現物給付の対象を「未就学児」から「小学校卒
業」まで拡大したところです。
　各市町村の医療費助成については、それぞれの政策的判断のも
とに、単独事業として拡充が進められてきており、県が負担割合
を助成対象を中学生まで拡大したとしてもサービス向上に直接つ
ながるものではなく、また、受給者負担及び所得制限の撤廃や、
対象者の範囲の更なる拡充をした場合、多額の財源を確保する必
要があり、今後、国の動向を注視しながら、県の医療・福祉政策
全体の中で、総合的に検討する必要があると考えています。
（Ｃ）
　現物給付の対象拡大に当たっては、新たに国民健康保険の国庫
負担金等に減額調整措置が発生することなどの課題があります
が、令和２年８月から、現物給付の対象を中学生まで拡大するこ
ととしたところです。（Ａ）

盛岡広域振
興局

保健福祉環
境部

Ａ：１
Ｂ：１
Ｃ：１

14　高齢者ドライバーが運転する自動車への急発進防止装置取り
付けに係る要望について
　全国的に高齢者ドライバーの原因と思われる交通死亡事故等が
多発し、社会問題となっており、その多くがブレーキとアクセル
の踏み間違いによるものとの検証がされております。
　今後も、高齢者ドライバーが増加する現状を踏まえ、急発進防
止装置の取り付けが交通安全対策上有効と考えられますので、装
置取付け助成に係る財源の支援について要望いたします

　本県では、県・市町村・県内事業所などで構成する岩手県交通
安全対策協議会の事業として、平成30年度から高齢者を主な対象
とした安全運転サポート車の体験型教室を開催し、機能に対する
理解と普及に取り組んでいるところです。安全運転サポート車の
補助制度について、新車購入の補助を行っている香川県や、後付
け踏み間違い防止装置への補助を検討している東京都などの事例
は承知していますが、本県において高齢者の交通事故防止対策を
進めていくうえで、どのような対応が効果的であるか、今後研究
していきます。
　(Ｂ)

盛岡広域振
興局

経営企画部 Ｂ：１
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15　盛岡広域における地域経営推進費の予算増額の要望について
　予算額が小規模であるため、地域経営推進の目的に沿っていて
も、大規模な事業であれば採択されにくい、又は採択されても補
助率が低くなる傾向があると認識しております。
　このため、複数の希望事業がある場合には大規模事業について
は申請自体を見送り、結果的に地域の課題解決が先送りされてし
まう状態にあります。
　「広域振興圏の自立、課題の解決を図る」という地域経営推進
費の運用目的を達成するためには、今の予算額では困難と考えま
す。
　つきましては、推進費予算の増額を要望します。

　地域経営推進費については、各市町村からの要望を踏まえ、地
域課題に即した、より実効性の高い施策に対応できるよう、広域
振興局において予算の効率的な配分に努めているところです。
　県と市町村が連携し、地域の特色を生かした地域振興が図られ
るよう、引き続き予算の確保に努めていきます。
　また、地域課題の解決に当たっては、圏域の振興及び他圏域へ
の波及効果を図る先駆的・戦略的事業について広域振興局が直接
予算要求を行う「広域振興事業」との連携や、国の「地方創生推
進交付金」等の活用など、様々な手法による地域課題解決を図る
ため、市町村と連携して取り組みます。（Ｂ）

盛岡広域振
興局

経営企画部 Ｂ：１

16　国民健康保険における保険料水準の統一に向けた取り組みに
関する要望について
　岩手県では市町村間の医療費、所得水準の差異が大きいため、
当面は保険税水準の統一は行わないこととしておりますが、厚生
労働省が示す「国民健康保険における納付金および標準保険料率
の算定方法について（ガイドライン）」においては、将来的に都
道府県での保険税率の統一を目指し、都道府県内で提供される医
療サービスの均質化や医療費適正化の取り組みが求められており
ます。また、一県内で転居等した際の保険税の変動理由もわかり
にくく、住民負担の「見える化」からも保険税水準の統一が求め
られます。
　令和元年５月31日に開催された経済財政諮問会議でも、受益と
負担の「見える化」に取り組むため、保険税水準の統一・収納率
の向上などの先進優良事例を全国展開するべき、としておりま
す。
　このことから、岩手県においても、県内の各地域で提供される
医療サービスの均質化や医療費適正化の取り組みを進め、保険税
水準の統一に関し早期実現に向けた取り組みについて要望いたし
ます。

　本県の保険税水準の統一の時期等については、国民健康保険運
営方針において、医療費適正化の取組等による医療費水準の平準
化の状況を見ながら、３年ごとの国保運営方針見直しの際に検討
することとしています。
　現在、各市町村において、特定健康診査受診率向上、糖尿病の
重症化予防、後発医薬品の使用促進など様々な医療費適正化の取
組が進められているところであり、県においても保健事業従事者
のスキルアップ研修の開催や医療費の分析等により支援を行って
いるところです。
　保険税水準の統一など、今後の保険税負担のあり方について
は、令和３年度を初年度とする次期運営方針の策定に向けて、本
県における医療費等の状況を踏まえ、市町村等と協議を行ってま
いります。（Ｂ）

盛岡広域振
興局

保健福祉環
境部

Ｂ：１
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